Special Issue : Public Assistance and “the Independence Support Program” : From a View of Welfare Offices : What Issues Were Discussed at the Time of Introduction of “the Independence Support Program”, and What Kind of Achievements Has the Program Accomplish? by 池谷 秀登
【特集】生活保護における自立支援の成果と今後の


































　専門委員会報告が 2004 年 12 月に出され，社会・援護局長通知「平成 17 年度における自立支援




























































































り有期保護の創設などが提案（全国市長会「生活保護制度改革に関する意見」平成 18 年 11 月 16 日）されている
時期であった。平成 17 年 3 月 1 日開催の社会・援護局関係主管課長会議の保護課資料には重点事項として自立支
援プログラムが掲げられ，参考資料として専門員会報告書が掲載されている（社会・援護局保護課『社会・援護局
関係主管課長会議資料』1 ～ 9，47 ～ 59 頁）一方で，総務課 指導監査室資料では，不正受給の増加を指摘し適正
実施を求めている（社会・援護局総務課 指導監査室『社会・援護局関係主管課長会議資料』5 頁）。ただし，平成
11 年度から平成 15 年度の比較を見ると不正受給の件数，金額は増加しているものの，1 件当たりの金額は減少し
ており（同 76 頁），その内容の精査は必要である。また，翌年度には適正化通知である「生活保護行政を適正に運
営するための手引について」（平成 18 年 3 月 30 日社援保第 0330001 号），「暴力団員に対する生活保護の適用につ


































自立支援プログラム実施の前年である 2004（平成 16）年の 10 年間の東京 23 区と東京市部の被保
護世帯数，ケースワーカー数，ケースワーカー担当世帯数の比較である（6）。
　1994 年時点では，ケースワーカー一人当たりの担当世帯数は，区部の平均は 66.5 世帯，市部で
は 68.9 世帯であり，区市を合わせた担当世帯数平均は 67 世帯である。社会福祉事業法が規定する
「定数」である 80 世帯を超えている自治体は 7 自治体（台東区 94 世帯，八王子市 80.2 世帯，府中
市 80.2 世帯，東村山市 82.1 世帯，狛江市 82.3 世帯，清瀬市 86.7 世帯，多摩市 80 世帯）であった。
　しかし，2004 年にはケースワーカーの担当世帯が 80 世帯未満の自治体は 3 自治体（千代田区 74
世帯，東久留米市 74.7 世帯，多摩市 74.9 世帯）に過ぎず，区市を合わせた平均世帯数は 96.5 世帯
となった。ケースワーカーの担当が 100 世帯を超えている自治体も生じており（区部 6 区，市部

















千代田 182 3 60.7 八王子 2,166 27 80.2
中央 303 8 37.9 立川 1,213 18 67.4
港 682 13 52.5 武蔵野 578 10 57.8
新宿 2,492 38 65.6 三鷹 1,026 15 68.4
文京 754 10 75.4 青梅 276 6 46.0
台東 3,572 38 94.0 府中 1,203 15 80.2
墨田 1,867 32 58.3 昭島 599 10 59.9
江東 2,213 34 65.1 調布 825 11 75.0
品川 1,566 24 65.3 町田 1,110 15 74.0
目黒 1,295 21 61.7 小金井 327 6 54.5
大田 4,303 62 69.4 小平 709 10 70.9
世田谷 2,566 52 49.3 日野 448 7 64.0
渋谷 731 18 40.6 東村山 739 9 82.1
中野 2,146 28 76.6 国分寺 258 5 51.6
杉並 1,577 24 65.7 国立 232 4 58.0
豊島 1,971 29 68.0 田無 271 5 54.2
北区 2,499 39 64.1 保谷 225 4 56.3
荒川 1,805 25 72.2 福生 375 5 75.0
板橋 4,473 64 69.9 狛江 247 3 82.3
練馬 3,598 59 61.0 東大和 394 6 65.7
足立 5,809 88 66.0 清瀬 520 6 86.7
葛飾 2,930 40 73.3 東久留米 336 5 67.2
江戸川 3,425 44 77.8 武蔵村山 522 7 74.6
区部計 52,759 793 66.5 多摩 320 4 80.0
（出所）東京都福祉局『東京都における福祉事務所の
現況平成 6 年度』（東京都福祉局生活福祉部保護課，
1996 年 3 月）を基に筆者作成。
稲城 163 4 40.8
秋川 94 2 47.0
羽村 128 3 42.7






























千代田 370 5 74.0 八王子 4,299 32 134.3
中央 603 7 86.1 立川 2,432 24 101.3
港 1,549 14 110.6 武蔵野 1,185 13 91.2
新宿 5,812 54 107.6 三鷹 1,884 17 110.8
文京 1,245 13 95.8 青梅 860 8 107.5
台東 6,073 52 116.8 府中 2,197 19 115.6
墨田 3,990 40 99.8 昭島 1,072 12 89.3
江東 4,512 46 98.1 調布 1,461 15 97.4
品川 3,111 36 86.4 町田 2,920 23 127.0
目黒 1,934 22 87.9 小金井 754 6 125.7
大田 8,351 97 86.1 小平 1,544 13 118.8
世田谷 4,441 53 83.8 日野 1,105 13 85.0
渋谷 1,776 17 104.5 東村山 1,492 13 114.8
中野 3,944 44 89.6 国分寺 567 6 94.5
杉並 4,046 41 98.7 国立 425 4 106.3
豊島 3,534 42 84.1 西東京 1,276 12 106.3
北区 5,485 64 85.7 福生 672 8 84.0
荒川 3,501 33 106.1 狛江 568 6 94.7
板橋 8,447 92 91.8 東大和 718 8 89.8
練馬 7,592 79 96.1 清瀬 963 8 120.4
足立 11,886 138 86.1 東久留米 672 9 74.7
葛飾 6,039 53 113.9 武蔵村山 713 8 89.1
江戸川 7,292 79 92.3 多摩 824 11 74.9
区部計 105,533 1121 94.1 稲城 443 5 88.6
（出所）東京都福祉保健局『東京都における福祉事務所
の現況平成 16 年度』（東京都福祉保健局生活福祉部
保護課，2005 年 10 月）を基に筆者作成。
羽村 275 3 91.7
あきる野 360 4 90.0




































（7）　小山進次郎『改訂増補生活保護法の解釈と運用』中央社会福祉協議会，1951 年，95 ～ 96，107 頁。








ムでの体系的・組織的支援が望まれる事例等についての意見聴取を 5 回行い，延べ 228 件の意見が





















































（10）　第 7 国会生活保護法案提案説明資料「生活保護法案逐条説明」3 ～ 4 頁（「第 7 回国会生活保護法案説明資料 7
生活保護法案逐条説明」岩永理恵・寺脇隆夫解説『資料集戦後日本の社会福祉制度Ⅰ生活保護基本資料第 5 巻』柏
書房，2012 年，305 ～ 306 頁）。
（11）　木村忠二郎『改正生活保護法の解説』時事通信社，1950 年，49 頁。
表 3‒1　策定済み自立支援プログラムの数
2005 年 12 月 2006 年 12 月 2007 年 12 月
経済自立に関するもの 311 100％ 675 217％ 1,183 380％
日常生活自立に関するもの 214 100％ 808 377％ 1,165 544％
社会生活自立に関するもの 60 100％ 155 258％ 244 406％
表 3‒2　自立支援プログラム参加者数
2005 年 12 月 2006 年 12 月 2007 年 12 月
経済自立に関するもの 22,485 人 100％ 29,347 人 130％ 40,195 人 178％
日常生活自立に関するもの 5,497 人 100％ 29,853 人 543％ 34,288 人 623％
社会生活自立に関するもの 226 人 100％ 1,355 人 599％ 2,212 人 978％
合計 28,208 人 100％ 60,555 人 214％ 766,95 人 271％
（出所）厚生労働省社会・援護局保護課「厚生労働省社会・援護局関係主管課長会議資料」2008 年 3 月 3 日，16 頁。

























































































































27 条の 2 の助言とされ（17），就労支援に取り組む姿勢が不熱心であっても不利益処分は行えないこと
となる（18）。













（16）　自立支援プログラムの法的根拠の議論としては，菊池馨実『社会保障法』有斐閣，2014 年，207 ～ 208 頁。
（17）　法 27 条の 2 は 2000 年 4 月 1 日に施行された「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」
により被保護者の自立助長のための相談助言等の援助事務については自治事務とされ 27 条の 2 が新設された。田
中敏雄「生活保護行政の運営にあたって」『生活と福祉』521 号，1999 年 8 月，5 頁。
（18）　法 27 条 1 項に規定する指導・指示は，福祉事務所は被保護者がその指示に従わない場合には，法 62 条 3 項に
より保護の変更，停止又は廃止をすることができるため，福祉事務所による必要な指導又は指示等に従う義務に違
反したときには不利益処分が行われる場合がある。しかし，法 62 条 3 項は法 27 条，法 46 条の義務に違反したと

































る。」厚生労働省社会・援護局保護課「特集 1 平成二十年度の生活保護」『生活と福祉』626 号，2008 年 5 月，9 頁。
（20）　この判断基準は林訴訟（名古屋地判平成 8 年 10 月 30 日『判例時報』1605 号，34 頁，名古屋高判平成 9 年 8
月 8 日『判例時報』1653 号，71 頁）の判断枠組みと同様である。菊池・前掲注（16），213 ～ 214 頁。
（21）　昭和 38 年 4 月 1 日社発第 246 号厚生省社会局長通知。生活保護手帳 2017 年度版（中央法規出版，2017 年）
228 ～ 229 頁。
（22）　池谷秀登編著『生活保護と就労支援――福祉事務所による自立支援の実践』山吹書店，2013 年，池谷秀登編
著『事例から考える就労支援の基礎――生活保護行政とケースワーク』萌文社，2016 年。
（23）　東京地判平成 23 年 11 月 8 日（『賃金と社会保障』1553・1554 号，63 頁），東京高判平成 24 年 7 月 18 日（『賃
金と社会保障』1570 号，42 頁），大津地判平成 24 年 3 月 6 日（『賃金と社会保障』1567 号，35 頁），大阪地判平成
25 年 10 月 31 日（『賃金と社会保障』1603・1604 号，81 頁），静岡地判平成 26 年 10 月 2 日（『賃金と社会保障』1623


































（24）　池谷秀登『生活保護ハンドブック「生活保護手帳」を読みとくために』日本加除出版，2017 年，169 ～ 171 頁。
（25）　大阪地判平成 25 年 10 月 31 日（『賃金と社会保障』1603・1604 号，81 頁）。

























































と」連載第 6 回（『生活と福祉』740 号，2017 年 11 月，22 ～ 25 頁），連載第 9 回（『生活と福祉』743 号，2018 年
2 月，22 ～ 25 頁）。
